
上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容

1 入札説明書 2 第1 8. 契約の形態 添付資料-5　本事業のスキーム概要について 添付資料-4　本事業のスキーム概要について 訂正

2 入札説明書 9 第3 2. (6) エ 入札手続等 平成25年11月29日（金）17:00までにホームページにて公表する。
平成25年11月29日（金）17:00までに資格審査通過者にメールにて送付し、
後日ホームページにて公表する。

追記

3 入札説明書 15 第3 4. (2) イ ④ 2) 参加資格要件

廃棄物処理施設技術管理者（ごみ処理施設）の資格を有し、発電設備を設
置した連続運転式一般廃棄物焼却施設（処理方式は、「ストーカ式焼却方
式」または「ストーカ式焼却＋灰溶融方式」で1炉当たり85t/日以上かつ炉
構成が2炉以上の施設（1 年以上の稼動及び1 系列あたり90 日間以上の連
続運転実績を有する施設に限る（ただし、灰溶融施設については1 系列あ
たり90 日間以上の連続運転実績は要件としない））の現場総括責任者（施
設の円滑な運転管理、維持管理等の総括的な責任を担う者）としての経験
を有する技術者を有すること。

廃棄物処理施設技術管理者（ごみ処理施設）の資格を有し、発電設備を設
置した連続運転式一般廃棄物焼却施設（処理方式は、「ストーカ式焼却方
式」または「ストーカ式焼却＋灰溶融方式」で1炉当たり85t/日以上かつ炉
構成が2炉以上の施設（1 年以上の稼動及び1 系列あたり90 日間以上の連
続運転実績を有する施設に限る（ただし、灰溶融施設については1 系列あ
たり90 日間以上の連続運転実績は要件としない））の現場総括責任者（施
設の円滑な運転管理、維持管理等の総括的な責任を担う者）としての経験
を有する技術者を本事業の現場総括責任者かつ廃棄物処理施設技術管理者
として運営開始後2 年間以上配置できること。

訂正

4 入札説明書 19 第5 7. 業務の委託等
事業者は業務の全部または一部を第三者に委任しまたは請け負わせること
ができる。但し構成員または協力企業以外の者へ委託する場合は事前に市
の承諾を得るものとする。

事業者は業務の全部または一部を第三者に委任しまたは請け負わせること
ができる。但し構成員または協力企業以外の者へ委託しまたは請け負わせ
る場合は事前に市の承諾を得るものとする。

訂正

4
入札説明書添付資
料-1

5/5 表4
運営業務委託費
の改定の算定式
一覧

訂正

4
入札説明書添付資
料-5

市が付保する予
定の保険につい
て

入札説明書添付資料－５　市が付保する予定の保険について 追記

項目

1/16



上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容

1
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

3
第1
章

第1
節

3. 1） (5)
(5) 焼却処理により発生する熱エネルギーは、蒸気タービン発電設備等に
よる発電（高効率発電）、給湯・暖房等の本施設の余熱利用等に用いるこ
と。

(5) 焼却処理により発生する熱エネルギーは、蒸気タービン発電設備等に
よる発電（高効率発電）、本施設の余熱利用等に用いること。

削除

2
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

5
第1
章

第1
節

5. 4） 敷地周辺設備
４）敷地周辺設備（要求水準書添付資料-4「現況敷地周辺設備図」参照）

４）敷地周辺設備（要求水準書添付資料-4「現況敷地周辺設備図」、要求
水準書添付資料-25「井水配管関連資料」参照）

追記

3
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

9
第1
章

第2
節

3. 1） 搬入出車両
本施設における搬入出車両は次に示すとおりである。各搬入出車両の仕様
は、要求水準書添付資料-9「搬入出車両仕様」を参照のこと。

本施設における搬入出車両は次に示すとおりである。各搬入出車両の仕様
は、要求水準書添付資料-9「搬入出車両仕様」及び要求水準書添付資料-31
「セミトレーラのコンテナ仕様」を参照のこと。

追記

4
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

13
第1
章

第2
節

7.
表1-8　処理生成
物の基準

追記

5
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

22
第1
章

第4
節

2. 5) (8)
(8) 工事用車両
の搬入出経路

工事用車両は、原則として国道253号を通り、事業敷地東側に隣接する市道
（下名柄東中島線）から事業実施区域に搬入すること。事業実施区域に必
要に応じて仮設道路及び仮設駐車場を市と協議のうえ、設置すること。

工事用車両は、原則として国道253号を通り、事業敷地東側に隣接する市道
（下名柄東中島線）から事業実施区域に搬入すること。事業実施区域に必
要に応じて仮設道路及び仮設駐車場を市と協議のうえ、設置すること。工
事中の動線計画は、要求水準書添付資料-32「工事中の動線計画案（参
考）」のような計画も可能であることから、受注者は安全性・効率性を考
慮した工事中の動線計画を検討すること。

追記

項目

2/16



上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容項目

6
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

32
第1
章

第7
節

2. 2)
表1-14　引渡性
能試験方法(4/4)

訂正・追
記

7
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

47
第2
章

第2
節

3. 5） (5)
プラットホーム
出入口扉

(5) 付属品のシャッターは、ごみの受入を行っていない時間帯の雪の吹き
込み防止のために設ける。

(5) 付属品のシャッターは、ごみの受入を行っていない時間帯の雪の吹き
込み防止のために設ける。ただし、シェルター等で雪の吹き込み防止が可
能であれば、シャッターを設けなくともよい。

追記

8
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

47
第2
章

第2
節

4. 3） (5)
ダンピングボッ
クス

扉(ｼｬｯﾀｰ)：
[SUS304または同等品以上]4mm 厚以上

扉(ｼｬｯﾀｰ)（必要に応じて）：
[SUS304または同等品以上]4mm 厚以上

追記

9
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

48
第2
章

第2
節

4. 5） (18)
ダンピングボッ
クス

(18) ダンピングボックスを傾斜投入式とする場合は、扉（シャッター）は
設置しなくともよい。

追記

10
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

51
第2
章

第2
節

6. 5） (6) ごみクレーン
(6) 予備バケット置場及びクレーン保守点検用の作業床を設けること。な
お、バケット置場の床は、爪による破損を防止する処置を行うこと

(6) ごみクレーン2基（内1基予備）とは別途設ける予備バケットの置場及
びクレーン保守点検用の作業床を設けること。なお、バケット置場の床
は、爪による破損を防止する処置を行うこと

番号 試験方法 保証値 備考

(1)負荷しゃ断試験及び負荷試験を行
う。

(2)発電機計器盤と必要な測定計器によ
り測定する。

(3)蒸気タービン発電機はJIS B8102によ
る。

(4)蒸気タービン発電機単独運転及び電
力事業者との並列運転を行うものとす
る。

(1)非常用発電機はJIS B8041に準じる。

(2)商用電源喪失時に非常用電源による
本施設の立上げを行う。

18

定格運転時において、非常停電及び非
常停止を生じさせて緊急作動試験を行
う。ただし、蒸気タービンの緊急作動試
験は除く。

　電力事業者からの受
電、蒸気タービン発電
機、非常用発電機が同
時に10分間停止しても
プラント設備が安全で
あること。

19
測定場所、測定回数は発注者の承諾を得
ること。

室温＋40℃以内
運営開始後の最初の夏季
に実施する。

(1)測定回数

　1回/日以上

(2)測定方法はJIS B8224による。

(1)測定場所

ろ過式集じん器出口、環境用集じん装置
及び炉内清掃用集じん装置

(2)測定回数

　 1回/箇所以上

(3)測定方法は大気汚染防止法による。

22
炉室、電気関係諸室な

どの室温測定など発注者
が必要と認めるもの

粉じん21 0.01g/m3N以下

試験項目

脱気器酸素含有量20

炉体、ボイラケーシング外表
面温度

非常用発電機

　発電設備の発電出力
が設定値を満足してい
ること。

　自動的に系統電源喪
失後40秒以内に電圧を
確立し、非常用電源負
荷へ給電する。さら
に、非常用発電機単独
による焼却炉起動から
蒸気タービン発電機単
独による運転に移行す
ること。

17

　経済産業局の安全管理
審査の合格をもって性能
試験に代えるものとす
る。
　ただし、非常用発電機
に内燃力発電機を採用す
る場合は、不要とする。

　経済産業局の安全管理
審査の合格をもって性能
試験に代えるものとす
る。

蒸気タービン発電機

その他

緊急作動試験

16

0.03mgO2/L以下

番号 試験方法 保証値 備考

(1)負荷しゃ断 試験 及び 負荷試験を行
う。

(2)発電機計器盤と必要な測定計器によ
り測定する。

(3)蒸気タービン発電機はJIS B8102によ

る。

(4)蒸気タービン発電機単独運転及び電

力事業者との並列運転を行うものとす
る。

(1)非常用発電機はJIS B8041に準じる。

(2)商用電源喪失時に非常用電源による

本施設の立上げを行う。

18

定格運転時において、非常停電及び非
常停止を生じさせて緊急作動試験を行
う。ただし、蒸気タービンの緊急作動試

験は除く。

　電力事業者からの受

電、蒸気タービン発電
機、非常用発電機が同
時に10分間停止しても

プラント設備が安全で
あること。

19
測定場所、測定回数は発注者の承諾を得
ること。

室温＋40℃以内
運営開始後の最初の夏季
に実施する。

(1)測定回数

　1回/日以上

(2)測定方法はJIS B8224による。

(1)測定場所

環境用集じん装置及び炉内清掃用集じん
装置

(2)測定回数

　 1回/箇所以上

(3)測定方法は大気汚染防止法による。

(1)測定場所
　排気口
(2)測定回数

　市が指定する回数

外気温度33℃におい
て、43℃以下

炉室内局部温度

(1)測定場所
　市が指定する場所
(2)測定回数

　市が指定する回数

外気温度33℃におい
て、48℃以下

ふく射熱を排除して測定
する。

電気関係諸室内温度

(1)測定場所

　排気口
(2)測定回数
　市が指定する回数

外気温度33℃におい
て、40℃以下

電気関係諸室内局部温度

(1)測定場所

　市が指定する場所
(2)測定回数
　市が指定する回数

外気温度33℃におい
て、44℃以下

機械関係諸室内温度

(1)測定場所
　排気口

(2)測定回数
　市が指定する回数

外気温度33℃におい

て、42℃以下

機械関係諸室内局部温度

(1)測定場所
　排気口

(2)測定回数
　市が指定する回数

外気温度33℃におい

て、48℃以下

25 蒸気タービン発電機室

(1)測定場所
　排気口
(2)測定回数

　市が指定する回数

外気温度33℃におい
て、43℃以下（盤周辺

1ｍは40℃以下）

24

23

22

粉じん21 0.01g/m3N以下

試験項目

脱気器酸素含有量20

炉室内温度

緊急作動試験

16

0.03mgO2/L以下

非常用発電機

　発電設備の発電出力

が設定値を満足してい
ること。

　自動的に系統電源喪
失後40秒以内に電圧を
確立し、非常用電源負

荷へ給電する。さら
に、非常用発電機単独
による焼却炉起動から

蒸気タービン発電機単
独による運転に移行す
ること。

17

　経済産業局の安全管理
審査の合格をもって性能

試験に代えるものとす
る。
　ただし、非常用発電機

に内燃力発電機を採用す
る場合は、不要とする。

　経済産業局の安全管理
審査の合格をもって性能

試験に代えるものとす
る。

蒸気タービン発電機

炉体、ボイラケーシング 外表
面温度
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上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容項目

11
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

51
第2
章

第2
節

6. 5） (11) ごみクレーン

(11) ごみクレーン操作室の窓は全面超耐熱結晶化ガラスはめ込み式または
同等以上とし、自動窓ガラス清掃装置を設置すること。ごみクレーン操作
室は、ごみピット内の臭気から完全に遮断された構造とし、また、これら
の設備によりごみクレーン操作員の視野を妨げないようにすること。

(11) ごみクレーン操作室の窓は、ごみピットが防火区画となる場合は全面
超耐熱結晶化ガラスはめ込み式または同等以上とすること。ごみクレーン
操作室の窓に自動窓ガラス清掃装置を設置すること。ごみクレーン操作室
は、ごみピット内の臭気から完全に遮断された構造とし、また、これらの
設備によりごみクレーン操作員の視野を妨げないようにすること。

訂正・追
記

12
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

52
第2
章

第2
節

7. 5） (2) 粗大ごみ切断機

(2) 要求水準書添付資料-12「近年3か年の燃やせるごみ（可燃性粗大ご
み）の処理量実績」に示すとおり、近年3か年で最も可燃性粗大ごみの搬入
量が多かった平成24年4月の処理量は、約1,200tであり、同等の量を本設備
の設定能力20t/5hで、週6日の処理を行った場合には約700ｔが処理しきれ
ないこととなる。
したがって、前項のとおり適切な貯留スペースを確保することに加え、受
注者は、本施設の受付時間内である8：30～11：30、13：00～16：30の間で
稼働時間を5時間以上に延長することもあわせて、能力の検討を行うこと。

(2) 要求水準書添付資料-12「近年3か年の燃やせるごみ（可燃性粗大ご
み）の処理量実績」に示すとおり、近年3か年で最も可燃性粗大ごみの搬入
量が多かった平成24年4月の処理量は、約1,200tであり、同等の量を本設備
の設定能力20t/5hで、週6日の処理を行った場合には約700ｔが処理しきれ
ないこととなる。
したがって、前項のとおり適切な貯留スペースを確保することに加え、受
注者は、ピーク時のみ市と協議のうえ、市の了解を得たうえで8：00～20：
00の間で稼働時間を5時間以上に延長することもあわせて、能力の検討を行
うこと。ただし、稼働時間にかかわらず、粗大ごみ切断機の能力は、4t/h
以上とすること。

訂正

13
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

76
第2
章

第5
節

3. 5） (2)
HCl、SOx 除去設
備

(2) 薬剤貯留槽室内には、掃除装置配管や洗浄水栓を設けること。
(2) 薬剤貯留槽室内には、必要に応じて掃除装置配管や洗浄水栓を設ける
こと。

追記

14
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

85
第2
章

第6
節

3. 5） (5)
場外余熱利用設
備

(5) 上越リゾートセンターくるみ家族園との取合い点におけるバルブ等の
設備も受注者が更新すること。

(5) 上越リゾートセンターくるみ家族園との取合い点におけるバルブ等の
設備も受注者が更新すること。取合い点の現状は、要求水準書添付資料-24
「上越リゾートセンターくるみ家族園との取合い点の現状」を参照のこ
と。

追記

15
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

93
第2
章

第8
節

5. 3） (11) 主灰クレーン 遠隔手動、半自動、全自動 遠隔手動、半自動 削除

16
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

98
第2
章

第9
節

1. 3） 共通事項
３）井水の利用にあたって、関係機関への届出等が必要な際の手続きにつ
いては市が行うものとするが、必要な書類の作成にあたって、建設事業者
は市に協力すること。

３）井水の利用にあたって、関係機関への届出等が必要な際の手続きにつ
いては市が行うものとするが、必要な書類の作成にあたって、建設事業者
は市に協力すること。水源井揚水設備は、新潟県生活環境の保全等に関す
る条例及び同施行規則に基づき、新潟県の設置許可を受けた設備であり、
本業務において新潟県との詳細な協議を行ったうえでの変更許可が必要で
ある。建設事業者は変更許可に係る新潟県との協議及び手続きに必要な書
類の作成に関して市に協力すること。

追記

17
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

98
第2
章

第9
節

1. 17） 共通事項
１７）水源井揚水設備建屋の詳細は、要求水準書添付資料-26「水源井揚水
設備建屋関連資料」を参照のこと。

追記

18
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

107
第2
章

第11
節

1. 1） 共通事項
１）電気事業者と協議のうえ、引き込み位置を決定し、十分な容量を有す
る適切な形式の設備とする。敷地内の地中引込管路（配線は電気事業者所
掌）は建設事業者にて施設すること。

１）電気事業者と協議のうえ、引き込み位置を決定し、十分な容量を有す
る適切な形式の設備とする。

削除

4/16



上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容項目

19
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

107
第2
章

第11
節

1. 25） 共通事項

２５）本施設で得られた電力を上越市第2クリーンセンター跡地へも配電で
きるように配電回線を設けること。配電の容量、電圧等は市と協議により
決定することとするが、高圧配電盤からの配線を基本とする。特別高圧受
変電設備棟の高圧配電盤に１回線分のユニットを準備するとともに、特別
高圧受変電設備棟東側側面から約１ｍの位置にハンドホールを用意し、当
該ユニットからそこまでの電線路（埋設管路）を設けることまでを本事業
の範囲とする。

２５）本施設で得られた電力を上越市第2クリーンセンター跡地へも配電で
きるように配電回線を設けること。配電の容量等は市と協議により決定す
ることとするが、高圧配電盤からの配線を基本とする。特別高圧受変電設
備棟の高圧配電盤に１回線分のユニットを準備するとともに、特別高圧受
変電設備棟側面から約１ｍの位置にハンドホールを用意し、当該ユニット
からそこまでの電線路（埋設管路）を設けることまでを本事業の範囲とす
る。

削除

20
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

109
第2
章

第11
節

3. (4) ①
特別高圧受変電
設備

(4)特記事項
　①縮小型を採用してもよい。

追記

21
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

134
第3
章

第1
節

2. 2) (4) 特記事項
(4) 配置計画にあたっては、特に冬期における風向・風速に配慮した計画
を行うこと。

(4) 配置計画にあたっては、特に冬期における風向・風速に配慮した計画
を行うこと。事業実施区域における風向・風速データ実績は、要求水準書
添付資料-28「風向・風速データ」を参照のこと。

追記

22
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

142
第3
章

第2
節

2. 1) (2) ⑤ ホ 中央制御室

ホ　中央制御室から炉室へ向かう前室にはヘルメット、作業靴、マスクな
どの保管用の棚などを設け、手洗いやエアシャワーを設置すること。ま
た、前室には洗濯機・乾燥機を2台設置すること。なお、手洗い・洗濯排水
はプラント系排水処理設備にて処理すること。

ホ　中央制御室から炉室へ向かう前室にはヘルメット、作業靴、マスクな
どの保管用の棚などを設け、手洗いやエアシャワーを設置すること。な
お、手洗い・洗濯排水はプラント系排水処理設備にて処理すること。

削除

23
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

145
第3
章

第2
節

2. 2) (2) 諸室計画
(2)管理棟内には下記の諸室を整備する。各諸室の仕様は以下に記載の通り
とする。

(2)管理棟内には下記の諸室を整備する。各諸室の仕様は以下に記載の通り
とする。「市の要求する仕様」等の記載をしている項目についての仕様
は、要求水準書添付資料-29「上越市汚泥リサイクルパーク備品資料（参
考）」を参照のこと。

追記

24
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

176
第４
章

第１
節

５． １） (1)
仮設施設電気設
備工事

(1) 仮設施設への電力供給は、既存上越市第2クリーンセンター管理棟への
引き込み線より受電できるものとすること。

(1) 仮設施設への電力供給は、既存上越市第2クリーンセンター工場棟電気
室に設置されている電灯盤、動力盤より受電できるものとすること。

訂正

25
要求水準書
第Ⅰ編　設計・建
設業務編

178
第４
章

第２節２． 3) 杭撤去 ３）杭は全て撤去すること。
３）杭は全て撤去すること。ただし、施工に際し、上越市第2クリーンセン
ターの運営に支障をきたすようであれば、市との協議により存置すること
も可とする。その場合は、未撤去の旨の記録を提出すること。

追記

26

27

28

29

30

31

5/16



上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容

1
要求水準書
第Ⅱ編　運営・維
持管理業務編

21
第５
章

第２
節

表5-1 業務期間
中の測定項目

削除

2
要求水準書
第Ⅱ編　運営・維
持管理業務編

22
第5
章

第3節２．
要監視基準値を
超過した場合の
対応

１）要監視基準値を逸脱した原因の解明
２）追加計測結果等を踏まえた改善計画の策定（市による承諾）
３）改善作業への着手
４）改善作業の完了確認（市による確認）
５）作業完了後の運転の再開
６）運転データの確認（市による確認）
７）監視強化状態から平常運転状態への復旧

１）要監視基準値を逸脱した原因の解明
２）追加計測結果等を踏まえた改善計画の策定（市による承諾）
３）改善作業への着手
４）改善作業の完了確認（市による確認）
５）改善作業完了後の運転データの確認（市による確認）
６）監視強化状態から平常運転状態への復旧

削除
修正

3
要求水準書
第Ⅱ編　運営・維
持管理業務編

23
第5
章

第4節２． 復旧の作業手順

１）基準値を超過した原因の解明
２）追加計測結果等を踏まえた改善計画の策定（市による承認）
３）改善作業への着手
４）改善作業の完了確認（市による確認）
５）作業完了後の運転の再開
６）運転データの確認（市による確認）
７）監視強化状態から平常運転状態への復旧

１）基準値を超過した原因の解明
２）追加計測結果等を踏まえた改善計画の策定（市による承認）
３）改善作業への着手
４）改善作業の完了確認（市による確認）
５）改善作業完了後の運転データの確認（市による確認）
６）監視強化状態から平常運転状態への復旧

削除
修正

4
要求水準書
第Ⅱ編　運営・維
持管理業務編

32
第8
章

防災管理

第１２節　防災管理
１）運営事業者は、防災管理計画書及び防災管理結果報告書を作成し､市へ
提出すること。
２）運営事業者は、１）に示す書類の提出頻度・時期・詳細項目について
市と協議の上決定すること。
３）防災管理関連データは、法令等で定める年数または市との協議による
年数保管すること。

追記

5
要求水準書
第Ⅱ編　運営・維
持管理業務編

32
第8
章

関連業務実施

第１３節　関連業務実施
１）運営事業者は、関連業務実施計画書及び関連業務実施結果報告書を作
成し､市へ提出すること。
２）運営事業者は、１）に示す書類の提出頻度・時期・詳細項目について
市と協議の上決定すること。
３）関連業務関連データは、法令等で定める年数または市との協議による
年数保管すること。

追記

6

項目
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上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容

1
様式集（様式番号
及びタイトル）

（様式2-3）　委任状
（様式2-5）　入札参加資格要件確認書　その１
（様式2-5）　入札参加資格要件確認書　その4
4.事業提案書に関する提出書類（１）入札書及び委任状
（様式4-2）　委任状

様式集の修正により、各様式の内容や様式番号、資料タイトルが変更と
なっております。大変お手数をおかけし申し訳ございませんが、ご確認
いただきますようお願いいたします。

（様式2-3）　委任状（代表企業）
（様式2-5）　入札参加資格要件確認書　その１（様式2-5①～④）

4.事業提案書に関する提出書類（１）入札書

削除
修正

2 様式集（様式2-1）
入札参加資格審
査申請書

平成25年8月30日付で公告された「上越市廃棄物処理施設整備及び運営事
業」の資格審査に関する書類を提出致します。
なお、入札説明書「第３ ４．参加資格要件」に示されているすべての要
件を満たしていること、並びに関係書類すべての記載事項が事実と相違
ないこと及び本事業の実施にあたり法令や社会規範を遵守することを誓
約致します。

平成25年8月30日付で公告された「上越市廃棄物処理施設整備及び運営事
業」の入札について、以下に示す構成企業により参加するために、応募
者の構成ならびに委任状、資格審査に関する書類を提出致します。
なお、入札説明書「第３ ４．参加資格要件」に示されているすべての要
件を満たしていること、並びに関係書類すべての記載事項が事実と相違
ないこと及び本事業の実施にあたり法令や社会規範を遵守することを誓
約致します。

修正
追加

項目

7/16



上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容項目

3 様式集（様式2-2） 応募者の構成
削除
修正

4 様式集（様式2-3） 委任状
削除
修正

8/16



上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容項目

5 様式集（様式2-4）
委任状（復代理
人）

修正

6 様式集（様式2-5）
入札参加資格要
件確認書　その
１

削除
修正

9/16



上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容項目

削除
修正

削除
修正

様式集（様式2-5）6
入札参加資格要
件確認書　その

１

10/16



上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容項目

6 様式集（様式2-5）
入札参加資格要
件確認書　その
１

削除
修正

7 様式集（様式2-6）
入札参加資格要
件確認書　その
２

※ 記載する実績は、3件以内としてください。 ※ 記載する実績は、1件のみとしてください。 修正

11/16



上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容項目

8 様式集（様式2-7）

入札参加資格要
件確認書　その
３（１）、入札
参加資格要件確
認書　その３
（２）

様式2-7① 入札参加資格要件確認書　その３（１）

様式2-7② 入札参加資格要件確認書　その３（２）

修正

10 様式集（様式2-8）
入札参加資格要
件確認書　その
４

様式2-8 入札参加資格要件確認書　その４ 削除

11 様式集（様式3-1） 追記

12 様式集（様式4-1） 入札書 修正

12/16



上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容項目

13 様式集（様式4-2） 委任状 様式4-2　委任状 削除

14 様式集（様式5-2）
要求水準に関す
る誓約書

追加

15 様式集（様式5-3）
提案設計資料
1)(1)④

④燃焼・溶融設備制御の説明書（燃焼・溶融温度制御、蒸気発生量制御
等）

④燃焼設備制御の説明書（燃焼温度制御、蒸気発生量制御等） 削除

16 様式集（様式5-3）
提案設計資料
1)(1)⑥

⑥燃焼・溶融設備設計計算書 ⑥燃焼設備設計計算書 削除

17 様式集（様式5-3）
提案設計資料
2）

削除
修正

13/16



上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容項目

18
様式集（様式6-

20）
①提案売電電力
量

1)焼却廃熱を利用した発電により、本施設内の消費電力を賄っ
たうえで売電できる電力量「提案売電電力量」を提示してくだ
さい。その際、計画ごみ処理量45,070t/年と計画ごみ質を前提
とした操炉計画を提示した上で発電電力量、消費電力量等のパ
ラメータ（操炉数、入熱負荷等）を提案売電電力量算出根拠と
して提示してください。

1)処理対象物の焼却廃熱を利用した発電により、本施設内の
消費電力を賄ったうえで売電できる電力量「提案売電電力
量」を提示してください。その際、計画ごみ処理量45,070t/
年と計画ごみ質を前提とした操炉計画を提示した上で発電電
力量、消費電力量等のパラメータ（操炉数、入熱負荷等）を
提案売電電力量算出根拠として提示してください。

追記

19 様式集（様式7-2）
事業計画に関す
る提出書類

削除
修正

20
様式集（様式7-12

①）
事業計画に関す
る提出書類

追記

21
様式集（様式7-12

①）
事業計画に関す
る提出書類

追記

14/16



上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容

1 提出書類の作成要領 1 第１ ① 共通事項

①　提出書類の作成にあたり、正本は図 1に示す方法により袋綴じ（ただ
し、袋綴じは入札書、業務分担書及び委任状以外の書類に限る。）にて作成
し、代表企業の割印を施すこと。副本は書類毎に調製し簡易ファイルに綴
じ、ファイルの表面と背表紙にタイトル及び応募者番号を記載した紙面を糊
付けすること。

①　提出書類の作成にあたり、正本は図 1に示す方法により袋綴じ（ただ
し、袋綴じは入札書、業務分担書及び委任状以外の書類に限る。）にて作成
し、代表企業の割印を施すこと。副本は書類毎に調製し簡易ファイルに綴
じ、ファイルの表面と背表紙にタイトル及び応募者番号を記載した紙面を糊
付けすること。正本の表紙は図2を参考に作成すること。

追記

2 提出書類の作成要領 2 第１
図２　表紙イメー

ジ（正本）
追記

項目

事業提案書 

 

 

平成   年   月   日 

 

 

上越市 

上越市長 村上 秀幸 様 

 

（代表企業） 

商号又は名称 

所 在 地 

代 表 者 名              印 

 

 

 

 

平成 25 年 8月 30 日付で公告された「上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業」の事業

提案書について、別添のとおり提出致します。 
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上越市廃棄物処理施設整備及び運営事業　第1回入札説明書等に関する質問回答　修正箇所一覧

NO 資料名 頁 タイトル 修正前 修正後 内容項目

3 提出書類の作成要領 3 第２ ２．
資格審査申請書に
関する提出書類
【正本1部】

様式集の修正により、様式番号、資料タイトル、必要な書類が変更となって
おります。大変お手数をおかけし申し訳ございませんが、ご確認いただきま
すようお願いいたします。

削除
修正

4 提出書類の作成要領 4 第２ ３．
概要説明会に関す
る提出資料【正本
1部・副本12部】

追記

5 提出書類の作成要領 4 第２ ４．

事業提案書に関す
る提出書類
（1）入札書及び
委任状【正本1
部】

削除
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